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１．現行及び次期システムにおける処理と対応について 

区  分 概   要 

１．個別検討事項 ＲＶＡ業務等の見直し 

２．現行仕様  航空会社保税蔵置場の無い空港地区において搭載業務を可能とするため、架空の搭載航空会社保
税蔵置場を設定し、通関上屋から架空搭載上屋へ貨物を簡易に引き渡すための業務を提供している。 
   
  「航空会社向貨物引渡し登録（航空会社単位）（ＲＶＡ）」業務 
  「航空会社向貨物引渡し登録（ＡＷＢ・ＨＡＷＢ単位）（ＲＶＢ） 」業務 
  「航空会社向貨物引渡し登録（ＭＡＷＢ単位）（ＲＶＭ）」業務 
  「共同蔵置場向貨物引渡し登録（ＲＶＸ）」業務 
 
概要は次ページ参考のとおり。 
 

３．見直しの経緯 
 （利用者の要望） 

 一部の空港地区において、ＲＶＡ等業務と通常のＥＸＭ等業務の併用を希望する者がいるが、現
状では、ＲＶＡ等業務を利用可能とする設定を実施した場合、通常の搬出入業務の利用が制限され
るため、これを改善して欲しいとする要望がある。 
 

４．次期仕様  ＲＶＡ等業務と通常の搬出入業務の併用について、税関が認めた保税蔵置場間に限って、これを
可能とする仕様に変更する。ただし、ＲＶＸ業務は対象外とし、ＲＶＡ等業務により搭載上屋へ搬
出された貨物を通関上屋へ移動する際は、従来通り不積返送承認を得たうえでＥＸＡ等／ＢＩＬ業
務にて搬出入を行うこととする。 



  ＮＡＣＣＳの仕様上、航空貨物の輸出における 搭載確認業務 は、航空上屋（搭載上屋）に蔵置されている状態で航空会
社が実施することが必要となっている。一方、一部の空港では、通関上屋は存在しても航空上屋（搭載上屋）が存在しない
ケースがあり、これら空港においては、搭載処理を可能とするために架空の航空上屋(搭載上屋) を設定し、システム上は通関
上屋と航空上屋が一体となった共同保税蔵置場とみなすことで 、通関上屋から搭載上屋への引渡し（ＲＶＡ等業務）を可能
とする機能を提供している（実態としては、通関上屋 において 搭載確認業務を可能としている。）。 
 なお、同一の保税地域とみなされていることから、当該蔵置場コード間で貨物が引き渡されても、保税台帳管理資料に反映
されることはない。 

架空航空上屋Ｂ 
（Ａ／Ｌ） 

通関上屋Ａ 
（空港保税蔵置場） 

航空上屋 
（搭載確認するための蔵置場） 
※搭載上屋が存在しない場合、 
搭載業務は不可となる 

: ＲＶＡ／ＲＶＢ／ＲＶＭ／ＲＶＸ 実施可能 

参考．現行ＲＶＡ業務等の概要について 

通関上屋 
（通関するための保税蔵置場） 搬出 搬入 

架空の航空上屋を設定し、更に通関上屋Ａと架空航空上屋Ｂ
を一つの共同保税蔵置場として設定することにより、システ
ム上、簡易な引渡業務によって上屋Ａから上屋Ｂへの移動を
可能としている。これにより、上屋Ｂからの搭載が可能にな
る。 

共同保税蔵置場 

× 
搭載 

× 

2 



共同保税蔵置場 
（共同保税蔵置場の設定あり） 

 複数の上屋が存在する空港地区において、一部の保税蔵置場について共同保税蔵置場の設定によってRVA業務を可
能とする登録を行った場合、上屋間で行われる搬出業務等に利用制限（破線矢印）が発生する。 

搭載上屋Ｂ 
（Ａ／Ｌ） 

通関上屋Ａ 
（空港保税蔵置場） 

通関上屋Ｃ 
（空港保税蔵置場） 

搭載上屋Ｄ 
（Ａ／Ｌ） 

: ＲＶＡ／ＲＶＢ／ＲＶＭ／ＲＶＸ 実施可能 
: ＥＸＡ／ＥＸＭ／ＥＸＵ⇔ＢＩＬ 実施可能 
: ＥＸＡ／ＥＸＭ／ＥＸＵ⇔ＢＩＬ 実施不可 

②共同保税蔵置場のＡ／Ｌ
側から他の搭載上屋への
搬出（トランスファー）
は不可。他の上屋向けに
搬出する場合は、必ず通
関上屋側を経由する必要
がある。 

③共同保税蔵置場のＡ／Ｌ
側への搬出（トランス
ファー）不可。共同保税
蔵置場向けに搬出する場
合は、必ず通関上屋側を
経由する必要がある。 

２．現行の問題点 
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①共同保税蔵置場のＡ／Ｌ
側への搬出不可。共同保
税蔵置場向けに搬出する
場合は、必ず通関上屋側
を経由する必要がある。 



引渡元保税蔵置場（通関上屋Ａ）と引渡先保税蔵置場（搭載上屋Ｂ）の関係をシステムに登録 

搭載上屋Ｂ 
（Ａ/Ｌ） 

：引渡先保税蔵置場 

通関上屋Ａ 
（空港保税蔵置場） 
：引渡元保税蔵置場 

通関上屋Ｃ 
（空港保税蔵置場） 

搭載上屋Ｄ 
（Ａ／Ｌ） 

: ＲＶＡ／ＲＶＢ／ＲＶＭ     実施可能 

３．次期変更案 
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: ＥＸＡ／ＥＸＭ／ＥＸＵ⇔ＢＩＬ 実施可能 

 税関が認めた場合に限り、あらかじめ指定した引渡元保税蔵置場と引渡先保税蔵置場の関係をシステムに登録することで、Ｒ
ＶＡ等業務と通常の搬出入業務の併用を可能とし（注）、従来の共同保税蔵置場における利用制限を解消する。 
 また、「航空輸出貨物搬出入データ（Ｓ１４）」に反映するため、上記の関係がシステムに登録されている場合における編集
処理について見直しを行う。 
  
（注）現在、共同保税蔵置場で利用可能なＲＶＸ業務は不可とし、搭載上屋から通関上屋への移動が必要となった際は、従来  
   どおり不積返送承認後にＥＸＡ等／ＢＩＬ業務を実施する。 

共同保税蔵置場
の設定はしない
ため、実施可能。 

共同保税蔵置場
の設定はしない
ため、実施可能。 



対象業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（航空会社単位）呼出し（ＲＶＡ）」業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（航空会社単位）（ＲＶＡ０１）」業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（ＡＷＢ・ＨＡＷＢ単位）呼出し（ＲＶＢ）」業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（ＡＷＢ・ＨＡＷＢ単位）（ＲＶＢ０１）」業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（ＭＡＷＢ単位）呼出し（ＲＶＭ）」業務 

「航空会社向貨物引渡し登録（ＭＡＷＢ単位）（ＲＶＭ０１）」業務 

① オンライン業務の変更 

対象管理資料 

「航空輸出貨物搬出入データ（Ｓ１４）」 「引渡し貨物状況データ（Ｓ０８）」 

② 管理資料収集条件の変更              

４．変更内容 

③「輸出貨物情報照会（ＩＧＳ）」業務 
  前記３．のシステム登録をした保税蔵置場において貨物引渡し業務が行われた場合は、対象の出力情報の
「輸出共同蔵置場」欄には何も出力しないこととする。 

対象出力情報 

輸出貨物情報照会情報（搬入情報１）（ＡＡＴ１３１） 輸出貨物情報照会情報（蔵置情報）（ＡＡＴ１３５） 

輸出貨物情報照会情報（搬入情報２）（ＡＡＴ１３２） 

 前記３．のシステム登録をした保税蔵置場において貨物引渡し登録業務が行われた場合は、以下の管理資料へ
データを収集・出力する。 

前記３．のシステム登録をした保税蔵置場において、以下の貨物引渡し登録業務を可能とする。 
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